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（データ基準日：2020年9月23日）

本資料は「日本エネルギー関連株式オープン〈愛称：プロジェクトＥ〉」の決算について投資家のみなさまにお知らせするために作成したものです。このため、ファンドの商品性、リスク、お申込みメモ等については投資信託説明書（交付目論見書）をご確認いただく必要があります。

当ファンドは2020年9月23日に決算を迎えましたが、基準価額が10,000円を下回っているため、
当期の分配金は0円（１万口当たり、税引前）となりました。

当期間の株価下落率 ２銘柄

追加型投信／国内／株式

日本エネルギー関連株式オープン

当期の当ファンドの基準価額騰落率は、37.3％のプラスとなりました。

 世界各国による積極的な金融政策や財政政策、新型コロナウイルス（以下、新型コロナ）の治療薬やワクチ
ンに関する報道が好感されたことなどから、国内株式市況は上昇基調で推移しました。

 国内株式市場の代表的な指数であるＴＯＰＩＸは当期で128.1、当ファンドは当期で137.3となりました。

 当期の新規買い付け銘柄は「三菱瓦斯化学」「住友化学」「イーレックス」、全売却銘柄は「ダブル・スコープ」
でした。

プロジェクトＥＢＯＯＫ
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前回決算日からの基準価額等の推移

本資料では、当期（前回決算日：2020年3月19日～今回決算日：2020年9月23日）の基準価額の変動
要因や個別銘柄の状況、投資テーマに関する情報などをお伝え致します。皆さまのご期待にお応えできる
よう、今後も銘柄選定の強化によりパフォーマンスの向上に努めてまいります。

設定来の基準価額・純資産総額の推移 （期間：2015年9月25日（設定日）～2020年9月23日）

運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

分配金（１万口当たり、税引前）…0円 基準価額（１万口当たり）…8,183円
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（期間：2020年3月19日～2020年9月23日）

FP20-06370

ソフトバンクグループ

前回決算日対比+145.6%

（円） 【株価】

上昇要因
 2020年3月から5,000億円規模の

自社株買いを実行してきたことに加え、
2020年3月期決算の発表時に2.5兆円
分という巨額な自社株買いを新たに発表。

 保有するＴモバイルＵＳ株の３分の２に
当たる最大約2億株を売却すると発表
し、財務改善に期待。今後もアームや
ウィーワークなどの株式売却による投資
回収が続く可能性に期待。

スミダコーポレーション

前回決算日対比-7.6%

（円） 【株価】

下落要因
 2020年1-3月期決算が赤字転落。主力の車載関連の売上高

が大きく落ち込んだ。中国車載マーケットの低迷に加え、同社の
中国生産7拠点が一時停止するなど新型コロナの感染拡大影響
を受けた。

 2020年4-6月期決算は9億円の減損を考慮すれば損益に底
打ち感あり。売上高は5月を底に徐々に回復。EV製品の売上構
成比（推定）は2019年4-6月期の10％強から、2020年4-6
月期は15％強、と着実にアップし今後に期待。

出光興産

前回決算日対比-3.9%

（円） 【株価】

下落要因
 2020年3月期決算で赤字を発表。新型コロナの影響で石油

製品の需要が減少。ガソリンやジェット燃料の需要減が続くと
見られており、厳しい状況。2020年4-6月決算時に、2020
年度の年間配当予想を120円と発表。2019年度の160円
から低下するものの、配当利回りは5％強の高水準。

 しかし同社がビジネス拡大を狙う有機EL分野ではAppleが
次期iPhone全機種の画面に有機ELを採用する動きなどが
あり追い風となる見込み。

横河電機

前回決算日対比+85.9%

（円） 【株価】

上昇要因
 新型コロナの感染拡大以降、需給懸念

から原油価格が4月半ばにかけて大きく
下落。原油や化学などのプラント制御機
器を手掛ける同社の株価も、業績先行き
不透明感から2-3月に急落。

 その後、原油価格の持ち直しや、2020
年4-6月期決算のコストダウンや効率化
などによる粗利率の前年同期比での
改善などが評価され、株価が反転。

日本電産

前回決算日対比+79.6%

（円） 【株価】

上昇要因
 2020年4-6月期の決算でコスト削減

などによる増益を好感されたほか、
在宅勤務の普及でノートパソコンの内部
を冷却するファン用超小型モーターの需
要が伸び堅調。

 また世界において「第2のテスラ」を探す
動きが活発化し、EV（電気自動車）車用
駆動モーターを手掛ける同社に追い風。

（期間：2020年3月19日～2020年8月31日、組入銘柄および組入順位は2020年8月末時点）

当期間の株価上昇率 上位３銘柄
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基準価額、基準価額（分配金再投資）は、1万口当たりであり、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。信託報酬率は、裏面の「ファンドの費用」に記載しています。基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。分配金の一部ないしすべてが、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。日本
株式全体の値動きを説明するためにＴＯＰＩＸを使用しています。同指数はファンドのベンチマークではありません。指数については【本資料で使用している指数について】をご覧ください。上記の注目投資テーマは一例であり、すべての投資対象を網羅するものではありません。また、上記注目投資テーマは2020年8月末時点のものであり、将来変更される
場合があります。上記は当ファンドの理解を深めていただくため、「当期間の株価上昇率上位３銘柄および株価下落率2銘柄」を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。また、当期間において、8月末の組入銘柄の株価が下落したのは上記の
2銘柄のみでした。表示桁未満は四捨五入しています。上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。
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注目投資テーマ1：次世代モビリティ、
注目投資テーマ2：エネルギー源の多様化、注目投資テーマ3：エネルギーインフラの規制緩和

＜ご参考＞組入銘柄の株価上昇・下落銘柄のご紹介

販売会社（購入・換金の取り扱い等）

販売会社は右記の三菱ＵＦＪ国際投信の照会先でご確認いただけます。

設定・運用は
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ファンド情報提供資料

 ファンドの目的

信託財産の成長を目指して運用を行います。

 ファンドの特色

① わが国の金融商品取引所上場（これに準ずるものを含みます。）株式のうち、エネルギー関連企業の株式を主要投資対象とします。

＜エネルギー関連企業とは＞ 当ファンドにおいて、エネルギー関連企業とは、世界のエネルギー情勢の変化を事業機会として
捉え、これに対応することで収益拡大が期待される日本企業をいいます。

② 企業の成長性、収益性および技術優位性などに着目し、ボトムアップ・アプローチによる銘柄選定を行います。

資金動向や市況動向、残存信託期間等の事情によっては、①、②のような運用ができない場合があります。

③ 年2回決算を行い、収益の分配を行います。

■ 毎年3月19日および9月19日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。

原則として、決算日の基準価額水準が当初元本額10,000円（10,000口当たり）を超えている場合には、当該超えている部分
について、分配対象額の範囲内で、全額分配を行います。（資金動向や市況動向等により変更する場合があります。）

•分配対象額の範囲は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。
•委託会社が基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案して、分配金額を決定します。
（ただし、分配対象収益が少額の場合には分配を行わない場合もあります。）

収益分配方針

将来の収益分配金の支払いおよびその金額について保証するものではなく、委託会社の判断により、分配を行わない場合もあります。

表面の【本資料に関するご注意事項等】の内容を必ずご覧ください。

 投資リスク
基準価額の変動要因：基準価額は、株式市場の相場変動による組入株式の価格変動等により上下します。また、組入有価証券等の発行者等の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の影響を受けます。これらの運用により
信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。投資信託は預貯金と
異なります。主な変動要因は、株価変動リスク、信用リスク、流動性リスクです。上記は主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。くわしくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

○お客さまが直接的に負担する費用
<購入時>・購入時手数料：購入価額に対して、上限3.30％（税抜 3.00％）販売会社が定めます。 くわしくは、販売会社にご確認ください。
<換金時>・信託財産留保額：ありません。
○お客さまが信託財産で間接的に負担する費用
<保有期間中>・運用管理費用（信託報酬）：日々の純資産総額に対して、年率1.595％（税抜 年率1.450％）をかけた額
・その他の費用・手数料：以下の費用・手数料についても当ファンドが負担します。 ・監査法人に支払われる当ファンドの監査費用 ・有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料 ・有価証券等を海外で保
管する場合、海外の保管機関に支払われる費用 ・その他信託事務の処理にかかる諸費用 等 ※上記の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。
※運用管理費用（信託報酬）および監査費用は、日々計上され、当ファンドの基準価額に反映されます。毎決算時または償還時に当ファンドから支払われます。
※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。

 ファンドの費用

追加型投信／国内／株式

日本エネルギー関連株式オープン
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【本資料で使用している指数について】
ＴＯＰＩＸ：東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）
本資料中の指数等の知的所有権、その他一切の権利はその発行者および許諾者に帰属します。また、発行者および許諾者が指数等の正確性、完全性を保証するものではありません。各指数等に関する免責事項等に
ついては、委託会社のホームページ（https://www.am.mufg.jp/other/disclaimer.html）を合わせてご確認ください。

Column1

パナソニックがテスラ向けEV電池増産

 低炭素社会をめざす中での成長期待を背景に、テスラは2020年

7月に時価総額でトヨタ自動車（組入5位）を抜き、世界首位の

自動車メーカーとなりました。

 パナソニック（組入56位）は規模を縮小していたテスラのEV用

電池増産に向け追加投資することに加え、2020年9月からテス

ラのEV車向け電池を刷新し、電気を蓄える量を従来よりも5％増

やす予定です。パナソニックのリチウム電池には住友金属鉱山（正

極材）（組入6位）、宇部興産（電解液）といった日本企業の素材が

使用されているため、テスラのEV車の増産・拡販は日本企業も

恩恵が受けられると考えられます。

1
Column1

再生可能エネルギー主力化へ向け制度再構築

 地球温暖化問題への関心の高まりを背景に、太陽光や風力などの

再生可能エネルギー（以下、再エネ）へシフトするエネルギー転換が

加速しています。再エネの導入はコストの高さがネックとなって

いましたが、コストは年々低下傾向にあり、再エネの競争力が増し

ています。

 2019年のドイツの再エネの電力量の電源構成比率は46%です

が、日本は17%にとどまっており、経済同友会は2030年には

比率を40%まで引き上げるべきだと提言＊しました。また、日本

政府は「再エネの主力電源化」をめざす上でより実効性のある

新たな仕組みの検討を始めると表明しました。制度の再構築や

インフラの整備等、制度が早期に確立されることで再エネの導入

拡大の後押しが期待されます。

2

Column1

新型コロナ後の経済復興のあり方「グリーン・リカバリー」

 「グリーン・リカバリー」とは、持続可能な経済復興という意味で、

新型コロナ後の経済復興と脱炭素社会への移行を両立させよう

という考え方です。ヨーロッパにおいていち早く打ち出され、世界

中に広がっています。

 イギリスの研究機関VIVID ECONOMICSによると、新型コロナ

の影響に対する主要17か国の経済対策の総額のうち、約30%の

3.5兆米ドル（約371兆円）が「グリーンな」つまり環境を重視した

経済対策だとみています。

3
Column1

米国大統領候補のバイデン氏の政策に環境投資

 2020年7月14日、バイデン米民主党大統領候補は環境インフラ

政策について、大統領就任後の行動計画を発表しました。気候

変動問題に対応するため、政権発足後4年間で2兆米ドル（約

212兆円）を投資すると掲げています。

 インフラ分野では、高品質かつ温室効果ガス排出ゼロの公共交通

機関を提供することなどをめざしています。自動車産業では、ＥＶ

車の普及に向けて充電施設を50万ヵ所設置する方針などを示し

ています。発電分野では排ガスを2035年までにゼロにすること

をめざして、エネルギー効率などにかかわる基準を導入し、基準を

満たす事業者に税控除を与え、太陽光発電や風力発電など再エネ

への設備投資を促します。

4
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上記で掲載している企業名は当ファンドの関連情報を理解していただくため記載したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。組入順位は2020年8月末時点です。画像はイメージです。為替は1米ドル=105.91円（2020年8月31日時点）で円換算しています。
上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

(出所）独フラウンホーファー太陽エネルギーシステム研究所のデータ、認定ＮＰＯ法人環境エネルギー政策研究所のデータ、経済同友会ＨＰ、経済産業省ＨＰ、環境庁の資料、ＶＩＶＩＤ ＥＣＯＮＯＭＩＣＳの資料、ＪＥＴＲＯの資料、Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータ、各種資料を基に三菱ＵＦＪ国際投信作成

＊経済同友会の提言による比率


